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(57)【要約】
【課題】 極めて高温での使用にも耐える電子部品の基材として好適であり、高い剛性を
持ち、かつ極めて高い耐熱性を有するポリイミドベンゾオキサゾールフィルムを提供する
こと。
【解決手段】 ベンゾオキサゾール構造を有する芳香族ジアミン類と、芳香族テトラカル
ボン酸無水物類とが重縮合してなるポリイミドベンゾオキサゾールフィルムであって、
該ポリイミドベンゾオキサゾールフィルムを、不活性ガス雰囲気下、１７０℃で７分間保
持することで予備乾燥した後、５００℃で１０秒間加熱した場合における、前記５００℃
で１０秒間加熱する間に揮発する水分量が、予備乾燥前の該ポリイミドベンゾオキサゾー
ルフィルムに対して１００００ｐｐｍ以下であることを特徴とするポリイミドベンゾオキ
サゾールフィルム。
【選択図】 なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ベンゾオキサゾール構造を有する芳香族ジアミン類と、芳香族テトラカルボン酸無水物
類とが重縮合してなるポリイミドベンゾオキサゾールフィルムを絶縁層として用いたプリ
ント配線基板用ベース基板であって、
該ポリイミドベンゾオキサゾールフィルムを、不活性ガス雰囲気下、１７０℃で７分間保
持することで予備乾燥した後、５００℃で１０秒間加熱した場合における、前記５００℃
で１０秒間加熱する間に揮発する水分量が、予備乾燥前の該ポリイミドベンゾオキサゾー
ルフィルムに対して１００００ｐｐｍ以下であることを特徴とするポリイミドベンゾオキ
サゾールフィルムを絶縁層として用いたプリント配線基板用ベース基板。
【請求項２】
　ベンゾオキサゾール構造を有する芳香族ジアミン類と、芳香族テトラカルボン酸無水物
類とが重縮合してなるポリイミドベンゾオキサゾールフィルムを絶縁層として用いた多層
プリント配線板であって、
該ポリイミドベンゾオキサゾールフィルムを、不活性ガス雰囲気下、１７０℃で７分間保
持することで予備乾燥した後、５００℃で１０秒間加熱した場合における、前記５００℃
で１０秒間加熱する間に揮発する水分量が、予備乾燥前の該ポリイミドベンゾオキサゾー
ルフィルムに対して１００００ｐｐｍ以下であることを特徴とするポリイミドベンゾオキ
サゾールフィルムを絶縁層として用いた多層プリント配線板。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、極めて高温での使用にも耐える電子部品の基材として好適であり、高い剛性
を持ち、かつ極めて高い耐熱性を有するポリイミドベンゾオキサゾールフィルムを絶縁層
として用いたプリント配線基板用ベース基板、多層プリント配線板に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ポリイミドフィルムは、その卓越した耐熱性や電気特性・機械的物性・寸法安定性など
を有しているために、フレキシブルプリント配線板（ＦＰＣ）、テープ・オートメーテッ
ド・ボンディング（ＴＡＢ）用キャリアテープ、半導体実装のための基材をはじめとする
各種電子材料や産業機器、航空機などの高性能部品等の広範な分野で用いられている。
【０００３】
特に、近年の高密度実装に伴う回路基板や半導体パッケージ用基材においては、信号伝送
の高速化を図るために誘電率の低い絶縁樹脂を層間絶縁膜として使用することが主流とな
ってきている。ポリイミドフィルムはその代表的な絶縁材料の一つである。
【０００４】
　通常、ポリイミドフィルムは、接着剤を用いて銅箔と貼り合わせたり、蒸着法、メッキ
法、スパッタ法、又はキャスト法によりフィルム層と銅箔からなる積層板（銅箔付きポリ
イミドフィルム）に加工されたりして、フレキシブルプリント多層回路基板の基材フィル
ムとして使用される。
【０００５】
　近年は、かかる多層基板の半導体パッケージ用基材用途への要求特性が高くなってきて
おり、従来のリードフレームを用いたＩＣパッケージと同様の信頼性が求められるように
なってきている。半導体パッケージの信頼性試験では高温高湿試験や冷熱衝撃試験など過
酷な環境下での安定性が要求され、従来のポリイミドフィルムの使用ではこれらの要求を
満たせないことが問題になってきている。
【０００６】
　例えば、半導体の実装においては、基材フィルムに形成されたリード部に半田バンプ等
を介して、半導体チップとボンディングする際に、基材フィルムであるポリイミドフィル
ムが高温（２２０～３２０℃程度）に曝されるため、ポリイミドフィルムの膨れや銅箔の
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剥がれが発生し、生産効率が低下するという問題があった。
【０００７】
　さらに、半導体素子の高密度化による発熱量の増加に伴い、使用と不使用の繰り返しに
よる冷熱衝撃環境で、ポリイミドフィルムに膨れや剥がれが発生し、接触不良の原因にな
る等の問題もあった。
【０００８】
　かかる問題に対処するために、ベンゾオキサゾール環を主鎖に有したポリイミドからな
る耐熱性と剛性が高く温度による寸法変化の少ない所謂ポリイミドベンゾオキサゾールフ
ィルムが提案されている（特許文献１～３参照）。しかし、極めて高温下で使用する用途
（例えば、無機薄膜形成用基材等）においては信頼性に関して要求を満たすレベルには到
達せずその改善が強く嘱望されていた。
【特許文献１】特開平６－５６９９２号公報
【特許文献２】特表平１１－５０４３６９号公報
【特許文献３】特表平１１－５０５１８４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、極めて高温での使用にも耐える電子部品の基材として好適であり、高い剛性
を持ち、かつ極めて高い耐熱性を有するポリイミドベンゾオキサゾールフィルムを絶縁層
として用いたプリント配線基板用ベース基板、多層プリント配線板を提供することを課題
とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　かかる状況に鑑み、本発明者らは鋭意検討した結果、高温や冷熱衝撃によってポリベン
ゾオキサゾールフィルムに発生する膨れや剥がれが、ポリベンゾオキサゾールフィルムに
わずかに残存するアミド酸残基が縮合するときに発生する水分に起因することに着目し、
残存アミド酸量をさらに赤外吸収スペクトルで検出できない程度の極めて少ない量にする
ことによって、従来に無い高温や冷熱衝撃による水分発生量の少ないポリベンゾオキサゾ
ールフィルムが得られることを見出し、本発明を完成させた。
　すなわち本発明は、ベンゾオキサゾール構造を有する芳香族ジアミン類と、芳香族テト
ラカルボン酸無水物類とが重縮合してなるポリイミドベンゾオキサゾールフィルムであっ
て、該ポリイミドベンゾオキサゾールフィルムを、不活性ガス雰囲気下、１７０℃で７分
間保持することで予備乾燥した後、５００℃で１０秒間加熱した場合における、前記５０
０℃で１０秒間加熱する間に揮発する水分量が、予備乾燥前のポリイミドベンゾオキサゾ
ールフィルムに対して１００００ｐｐｍ以下であることを特徴とするポリイミドベンゾオ
キサゾールフィルムを絶縁層として用いたプリント配線基板用ベース基板、多層プリント
配線板に関する。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、ポリイミドベンゾオキサゾールフィルムの残存アミド酸量を赤外吸収
スペクトルで検出できない程度の極めて少ない量にすることによって、高温での揮発水分
量が極めて少ないポリイミドベンゾオキサゾールフィルムが得られるので、基材フィルム
として各種電子部品積層体に用い高温で使用しても膨れや剥がれの発生を防止できる。し
たがって、本発明のポリイミドベンゾオキサゾールフィルムは、極めて高温で使用するフ
レキシブルプリント配線用銅張基板（ＦＰＣ）やテープ・オートメーテッド・ボンディン
グ（ＴＡＢ）用キャリアテープなどの製造に用いる基材フィルムとして有用である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　以下、本発明のポリイミドベンゾオキサゾールフィルムを絶縁層として用いたプリント
配線基板用ベース基板、多層プリント配線板の実施の形態について詳細に説明する。
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　本発明のポリイミドベンゾオキサゾールフィルムは、ベンゾオキサゾール構造を有する
芳香族ジアミン類と、芳香族テトラカルボン酸無水物類とを重縮合させて得られるポリイ
ミドベンゾオキサゾールからなる略平板状のフィルムであり、不活性ガス雰囲気下、１７
０℃で７分間保持して予備乾燥した後、５００℃で１０秒間加熱した場合における、前記
５００℃で１０秒間加熱する間に揮発する水分の、予備乾燥前のポリイミドベンゾオキサ
ゾールフィルムに対する量（ｐｐｍ）（以下、本明細書中においては、「高温での揮発水
分量」と略すことがある。）が１００００ｐｐｍ以下であることを特徴とし、当該高温で
の揮発水分量は、好ましくは７０００ｐｐｍ以下であり、より好ましくは４０００ｐｐｍ
以下であり、さらに好ましくは２５００ｐｐｍ以下である。
高温での揮発水分量が、１００００ｐｐｍより大きい場合は、ボイド等の発生によるポリ
イミドベンゾオキサゾールフィルムの腫れが大きくなりすぎ、剥がれに伴う接触不良が発
生しやすくなる。
「高温での揮発水分量」は少なければ少ないほど好ましいが、製造の容易性、コスト等を
考慮すれば、実質的に不具合が生じない程度にすればよく、その下限としては、具体的に
は１０ｐｐｍ以上である。
【００１３】
「高温での揮発水分量」の測定において、まずポリイミドベンゾオキサゾールフィルムを
、不活性ガス雰囲気下、１７０℃で７分間保持して予備乾燥するのは、ポリイミドベンゾ
オキサゾールフィルムに吸着されている水分を除去するためである。当該工程により、予
備乾燥後に発生する水分は、残存したアミド酸の縮合により発生した水分に由来するもの
であると考えられる。ここで、不活性ガスとしては、ヘリウム、アルゴン、ネオン等が挙
げられる。
【００１４】
　本発明における高温での揮発水分量は、キューリーポイント型熱分解装置を用いたＧＣ
ＭＳ法によって測定されるものである。具体的には、高温での揮発水分量は、以下の方法
により測定する。すなわち、あらかじめ加熱乾燥処理したホイル（例えば、日本分析工業
製パイロホイル等）に、ポリイミドベンゾオキサゾールフィルムの試料を８ｍｇを目安に
精秤し（秤量値をＡ（ｍｇ）とする。）、キューリーポイント型熱分解装置（例えば、Ｈ
Ｐ社製、ＪＨＳ－３等）内の保温温度を１７０℃にセットして、試料ホイルを導入、７分
間不活性ガス（好ましくは、ヘリウム）でパージして、フィルム中に吸着している水分を
除去する。その後、直ちに発振操作により５００℃で１０秒間加熱し、その５００℃で１
０秒間加熱している間にフィルムから揮発して検出されるｍ／ｚ＝１８の水イオンピーク
の面積を求め、絶対検量線法により揮発水分量（Ｂ（μｇ）とする。）を求め、高温での
揮発水分量を次式により算出する。
高温での揮発水分量（ｐｐｍ）＝Ｂ（μｇ）／Ａ（ｍｇ）×１０００
【００１５】
　上記検量線は、例えば、無水硫酸ナトリウム等により脱水した溶媒（例えば、メタノー
ル等）に、一定量の水を添加した標準液を調製し、ＧＣＭＳによりｍ／ｚ＝１８の水イオ
ンピーク面積を用いて作成したものを用いることができる。このときの検量線は、例えば
、式：発生水分量Ｂ（μｇ）＝ａｘ＋ｂ（式中、ａは傾きを、ｂは切片を、ｘはピーク面
積を示す。）で表すことができ、ｘに水イオンピークの面積値を代入することにより発生
水分量Ｂを求めることができる。
【００１６】
ベンゾオキサゾール構造を有する芳香族ジアミン類としては、具体的には以下のものが挙
げられる。
【００１７】
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【化１】

【００１８】
【化２】

【００１９】
【化３】

【００２０】
【化４】

【００２１】
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【化５】

【００２２】
【化６】

【００２３】
【化７】

【００２４】
【化８】

【００２５】
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【化９】

【００２６】
【化１０】

【００２７】
【化１１】

【００２８】
【化１２】

【００２９】
【化１３】

【００３０】
これらの中でも、合成のし易さの観点から、アミノ（アミノフェニル）ベンゾオキサゾー
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ルの各異性体が好ましい。ここで、「各異性体」とは、アミノ（アミノフェニル）ベンゾ
オキサゾールが有する２つアミノ基が配位位置に応じて定められる各異性体である（例；
上記「化１」～「化４」に記載の各化合物）。
該ジアミンは、単独であっても二種以上を用いることも可能である。
【００３１】
本発明においては、全ジアミンの３０モル％以下であれば下記に例示されるベンゾオキサ
ゾール構造を有しないジアミン類を一種または二種以上を併用しても構わない。例えば、
４，４’－ビス（３－アミノフェノキシ）ビフェニル、ビス［４－（３－アミノフェノキ
シ）フェニル］ケトン、ビス［４－（３－アミノフェノキシ）フェニル］スルフィド、ビ
ス［４－（３－アミノフェノキシ）フェニル］スルホン、２，２－ビス［４－（３－アミ
ノフェノキシ）フェニル］プロパン、２，２－ビス［４－（３－アミノフェノキシ）フェ
ニル］－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロプロパン、ｍ－フェニレンジアミン、
ｏ－フェニレンジアミン、ｐ－フェニレンジアミン、ｍ－アミノベンジルアミン、ｐ－ア
ミノベンジルアミン、３，３’－ジアミノジフェニルエーテル、３，４’－ジアミノジフ
ェニルエーテル、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、３，３’－ジアミノジフェニ
ルスルフィド、３，３’－ジアミノジフェニルスルホキシド、３，４’－ジアミノジフェ
ニルスルホキシド、４，４’－ジアミノジフェニルスルホキシド、３，３’－ジアミノジ
フェニルスルホン、３，４’－ジアミノジフェニルスルホン、４，４’－ジアミノジフェ
ニルスルホン、３，３’－ジアミノベンゾフェノン、３，４’－ジアミノベンゾフェノン
４，４’－ジアミノベンゾフェノン、３，３’－ジアミノジフェニルメタン、３，４’－
ジアミノジフェニルメタン、４，４’－ジアミノジフェニルメタン、ビス［４－（４－ア
ミノフェノキシ）フェニル］メタン、１，１－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェ
ニル］エタン、１，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］エタン、１，１
－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］プロパン、１，２－ビス［４－（４－
アミノフェノキシ）フェニル］プロパン、１，３－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）
フェニル］プロパン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］プロパン
、１，１－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］ブタン、１，３－ビス［４－
（４－アミノフェノキシ）フェニル］ブタン、１，４－ビス［４－（４－アミノフェノキ
シ）フェニル］ブタン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］ブタン
、２，３－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］ブタン、２－［４－（４－ア
ミノフェノキシ）フェニル］－２－［４－（４－アミノフェノキシ）－３－メチルフェニ
ル］プロパン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）－３－メチルフェニル］プ
ロパン、２－［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］－２－［４－（４－アミノフェ
ノキシ）－３，５－ジメチルフェニル］プロパン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェ
ノキシ）－３，５－ジメチルフェニル］プロパン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェ
ノキシ）フェニル］－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロプロパン、１，４－ビス
（３－アミノフェノキシ）ベンゼン、１，３－ビス（３－アミノフェノキシ）ベンゼン１
，４－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン，４，４’－ビス（４－アミノフェノキシ
）ビフェニル、ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］ケトン、ビス［４－（４
－アミノフェノキシ）フェニル］スルフィド、ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェ
ニル］スルホキシド、ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］スルホン、ビス［
４－（３－アミノフェノキシ）フェニル］エーテル、ビス［４－（４－アミノフェノキシ
）フェニル］エーテル、１，３－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）ベンゾイル］ベン
ゼン、１，３－ビス［４－（３－アミノフェノキシ）ベンゾイル］ベンゼン、１，４－ビ
ス［４－（３－アミノフェノキシ）ベンゾイル］ベンゼン、４，４’－ビス（３－アミノ
フェノキシ）ベンゾイル］ベンゼン、１，１－ビス［４－（３－アミノフェノキシ）フェ
ニル］プロパン、１，３－ビス［４－（３－アミノフェノキシ）フェニル］プロパン、３
，４’－ジアミノジフェニルスルフィド、２，２－ビス［３－（３－アミノフェノキシ）
フェニル］－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロプロパン、ビス［４－（３－アミ
ノフェノキシ）フェニル］メタン、１，１－ビス［４－（３－アミノフェノキシ）フェニ
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ル］エタン、１，２－ビス［４－（３－アミノフェノキシ）フェニル］エタン、ビス［４
－（３－アミノフェノキシ）フェニル］スルホキシド、４，４’－ビス［３－（４－アミ
ノフェノキシ）ベンゾイル］ジフェニルエーテル、４，４’－ビス［３－（３－アミノフ
ェノキシ）ベンゾイル］ジフェニルエーテル、４，４’－ビス［４－（４－アミノ－α，
α－ジメチルベンジル）フェノキシ］ベンゾフェノン、４，４’－ビス［４－（４－アミ
ノ－α，α－ジメチルベンジル）フェノキシ］ジフェニルスルホン、ビス［４－｛４－（
４－アミノフェノキシ）フェノキシ｝フェニル］スルホン、１，４－ビス［４－（４－ア
ミノフェノキシ）フェノキシ－α，α－ジメチルベンジル］ベンゼン、１，３－ビス［４
－（４－アミノフェノキシ）フェノキシ－α，α－ジメチルベンジル］ベンゼン、１，３
－ビス［４－（４－アミノ－６－トリフルオロメチルフェノキシ）－α，α－ジメチルベ
ンジル］ベンゼン、１，３－ビス［４－（４－アミノ－６－フルオロフェノキシ）－α，
α－ジメチルベンジル］ベンゼン、１，３－ビス［４－（４－アミノ－６－メチルフェノ
キシ）－α，α－ジメチルベンジル］ベンゼン、１，３－ビス［４－（４－アミノ－６－
シアノフェノキシ）－α，α－ジメチルベンジル］ベンゼン、３，３’－ジアミノ－４，
４’－ジフェノキシベンゾフェノン、４，４’－ジアミノ－５，５’－ジフェノキシベン
ゾフェノン、３，４’－ジアミノ－４，５’－ジフェノキシベンゾフェノン、３，３’－
ジアミノ－４－フェノキシベンゾフェノン、４，４’－ジアミノ－５－フェノキシベンゾ
フェノン、３，４’－ジアミノ－４－フェノキシベンゾフェノン、３，４’－ジアミノ－
５’－フェノキシベンゾフェノン、３，３’－ジアミノ－４，４’－ジビフェノキシベン
ゾフェノン、４，４’－ジアミノ－５，５’－ジビフェノキシベンゾフェノン、３，４’
－ジアミノ－４，５’－ジビフェノキシベンゾフェノン、３，３’－ジアミノ－４－ビフ
ェノキシベンゾフェノン、４，４’－ジアミノ－５－ビフェノキシベンゾフェノン、３，
４’－ジアミノ－４－ビフェノキシベンゾフェノン、３，４’－ジアミノ－５’－ビフェ
ノキシベンゾフェノン、１，３－ビス（３－アミノ－４－フェノキシベンゾイル）ベンゼ
ン、１，４－ビス（３－アミノ－４－フェノキシベンゾイル）ベンゼン、１，３－ビス（
４－アミノ－５－フェノキシベンゾイル）ベンゼン、１，４－ビス（４－アミノ－５－フ
ェノキシベンゾイル）ベンゼン、１，３－ビス（３－アミノ－４－ビフェノキシベンゾイ
ル）ベンゼン、１，４－ビス（３－アミノ－４－ビフェノキシベンゾイル）ベンゼン、１
，３－ビス（４－アミノ－５－ビフェノキシベンゾイル）ベンゼン、１，４－ビス（４－
アミノ－５－ビフェノキシベンゾイル）ベンゼン、２，６－ビス［４－（４－アミノ－α
，α－ジメチルベンジル）フェノキシ］ベンゾニトリルおよび上記芳香族ジアミンの芳香
環上の水素原子の一部もしくは全てがハロゲン原子、炭素数１～３のアルキル基またはア
ルコキシ基、シアノ基、またはアルキル基またはアルコキシ基の水素原子の一部もしくは
全部がハロゲン原子で置換された炭素数１～３のハロゲン化アルキル基またはアルコキシ
基で置換された芳香族ジアミン等が挙げられる。
【００３２】
　本発明において用いられるテトラカルボン酸無水物は芳香族テトラカルボン酸無水物類
である。芳香族テトラカルボン酸無水物類としては、具体的には、以下のものが挙げられ
る。
【００３３】
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【化１４】

【００３４】
【化１５】

【００３５】
【化１６】

【００３６】
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【化１７】

【００３７】

【化１８】

【００３８】

【化１９】

【００３９】
これらのテトラカルボン酸二無水物は単独でも二種以上を用いることも可能である。
【００４０】
　本発明においては、全テトラカルボン酸二無水物の３０モル％以下であれば下記に例示
される非芳香族のテトラカルボン酸二無水物類を一種または二種以上を併用しても構わな
い。用いられるテトラカルボン酸無水物としては、例えば、ブタン－１，２，３，４－テ
トラカルボン酸二無水物、ペンタン－１，２，４，５－テトラカルボン酸二無水物、シク
ロブタンテトラカルボン酸二無水物、シクロペンタン－１，２，３，４－テトラカルボン
酸二無水物、シクロヘキサン－１，２，４，５－テトラカルボン酸二無水物、シクロヘキ
サ－１－エン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、３－エチルシクロヘキサ－
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１－エン－３－（１，２），５，６－テトラカルボン酸二無水物、１－メチル－３－エチ
ルシクロヘキサン－３－（１，２），５，６－テトラカルボン酸二無水物、１－メチル－
３－エチルシクロヘキサ－１－エン－３－（１，２），５，６－テトラカルボン酸二無水
物、１－エチルシクロヘキサン－１－（１，２），３，４－テトラカルボン酸二無水物、
１－プロピルシクロヘキサン－１－（２，３），３，４－テトラカルボン酸二無水物、１
，３－ジプロピルシクロヘキサン－１－（２，３），３－（２，３）－テトラカルボン酸
二無水物、ジシクロヘキシル－３，４，３’，４’－テトラカルボン酸二無水物、ビシク
ロ［２．２．１］ヘプタン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、１－プロピル
シクロヘキサン－１－（２，３），３，４－テトラカルボン酸二無水物、１，３－ジプロ
ピルシクロヘキサン－１－（２，３），３－（２，３）－テトラカルボン酸二無水物、ジ
シクロヘキシル－３，４，３’，４’－テトラカルボン酸二無水物、ビシクロ［２．２．
１］ヘプタン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、ビシクロ［２．２．２］オ
クタン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、ビシクロ［２．２．２］オクト－
７－エン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物等である。これらのテトラカルボ
ン酸二無水物は単独でも二種以上を用いることも可能である。
【００４１】
　本発明のポリイミドベンゾオキサゾールフィルムは、まず、（ａ）ジアミン類とテトラ
カルボン酸無水物類とを溶媒中で縮合してポリアミド酸溶液を得て（以下、工程（ａ）と
もいう。）、次いで、（ｂ）ポリアミド酸溶液を支持体上に塗布して、残留溶媒量がグリ
ーンフィルム全体量に対して５０重量％以下になるように自己支持性が発現するまで乾燥
することによりグリーンフィルムを得て（以下、工程（ｂ）ともいう。）、次いで、（ｃ
）得られたグリーンフィルムを支持体から剥離し、４００℃以上の温度領域で５分間以上
滞留する温度プロファイルで熱処理する（以下、工程（ｃ）ともいう。）ことにより製造
される。
以下、本発明のポリイミドベンゾオキサゾールフィルムの製造方法（以下、単に本発明の
製造方法という。）について詳説する。
【００４２】
＜工程（ａ）＞
　ジアミン類と、芳香族テトラカルボン酸無水物類とを重合してポリアミド酸を得るとき
に用いる溶媒は、原料となるモノマーおよび生成するポリアミド酸のいずれをも溶解する
ものであれば特に限定されないが、極性有機溶媒が好ましく、例えば、Ｎ－メチル－２－
ピロリドン、Ｎ－アセチル－２－ピロリドン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－
ジエチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、ジメチルスルホキシド、ヘキサ
メチルホスホリックアミド、エチルセロソルブアセテート、ジエチレングリコールジメチ
ルエーテル、スルホラン、ハロゲン化フェノール類等が挙げられる。これらの溶媒は，単
独あるいは混合して使用することができる。溶媒の使用量は、原料となるモノマーを溶解
するのに十分な量であればよく、具体的な使用量としては、モノマーを溶解した溶液に占
めるモノマーの重量が、通常５～４０重量％、好ましくは１０～３０重量％となるような
量が挙げられる。
【００４３】
　ポリアミド酸を得るための重合反応（以下、単に「重合反応」ともいう）の条件は従来
公知の条件を適用すればよく、具体例として、有機溶媒中、０～８０℃の温度範囲で、１
０分～８０時間連続して撹拌および／または混合することが挙げられる。必要により重合
反応を分割したり、温度を上下させてもかまわない。この場合に、両モノマーの添加順序
には特に制限はないが、芳香族ジアミン類の溶液中に芳香族テトラカルボン酸無水物類を
添加するのが好ましい。重合反応によって得られるポリアミド酸溶液に占めるポリアミド
酸の重量は、好ましくは５～４０重量％、より好ましくは１０～３０重量％であり、前記
溶液の粘度はブルックフィールド粘度計による測定（２５℃）で、送液の安定性の点から
、好ましくは１０～２０００Ｐａ・ｓであり、より好ましくは１００～１０００Ｐａ・ｓ
である。
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【００４４】
　重合反応中に真空脱泡することは、良質なポリアミド酸の有機溶媒溶液を製造するのに
有効である。また、重合反応の前に芳香族ジアミン類に少量の末端封鎖剤を添加して重合
を制御することを行ってもよい。末端封鎖剤としては、無水マレイン酸等といった炭素－
炭素二重結合を有する化合物が挙げられる。無水マレイン酸を使用する場合の使用量は、
芳香族ジアミン類１モル当たり好ましくは０．００１～１．０モルである。
【００４５】
＜工程（ｂ）＞
　ポリアミド酸溶液を塗布する支持体は、ポリアミド酸溶液をフィルム状に成形するに足
る程度の平滑性、剛性を有していればよく、表面が金属、プラスチック、ガラス、磁器な
どであるドラムまたはベルト状回転体などが挙げられる。中でも、支持体の表面は好まし
くは金属であり、より好ましくは錆びなくて耐腐食に優れるステンレスである。支持体の
表面にはＣｒ、Ｎｉ、Ｓｎなどの金属メッキを施してもよい。支持体表面は必要に応じて
鏡面にしたり、あるいは梨地状に加工することができる。支持体へのポリアミド酸溶液の
塗布は、スリット付き口金からの流延、押出機による押出し、スキージコーティング、リ
バースコーティング、ダイコーティング、アプリケータコーティング、ワイヤーバーコー
ティング等を含むが、これらに限られず、従来公知の溶液の塗布手段を適宜用いることが
できる。
【００４６】
　上記に代わる支持体として、金属板（箔、膜、プレート）を挙げることができる。すな
わち、後述するポリイミドベンゾオキサゾールフィルムをプリント配線基板用ベース基板
の製造に用いる場合の一製法として、前記ベース基板の金属層となるべき金属板を支持体
として、そこにポリアミド酸溶液を塗布するのである。この場合のポリアミド酸溶液の塗
布手段は特に限定されず、コンマコーター、ナイフコーター、ロールコーター、リバース
コーター、ダイコ－ーター、グラビアコーター、ワイヤーバー等公知の塗布手段を挙げる
ことができる。
【００４７】
　工程（ｂ）においては、得られるグリーンフィルムの全重量に対する残留溶媒量（重量
％）は、好ましくは５０重量％以下であり、より好ましくは４０重量％以下であり、さら
により好ましくは３５重量％以下である。該残留溶媒量が５０重量％より大きくなる場合
は、ハンドリング性に劣るため好ましくない。該残留溶媒量の下限は特に限定はないが、
イミド化反応工程でのフィルム破断を防止するためには、２５重量％以上が好ましく、３
０重量％以上がより好ましい。該残留溶媒量は、ＴＧＡ（熱重量分析）またはゲル浸透ク
ロマトグラフ（ＧＰＣ）等により、測定（算出）することができる。
【００４８】
　フィルム全重量に対する残留溶媒量が所定の範囲であるグリーンフィルムを得るための
乾燥条件としては、例えば、Ｎ－メチルピロリドンを溶媒として用いる場合は、乾燥温度
は、好ましくは７０～１３０℃、より好ましくは７５～１２５℃であり、さらに好ましく
は８０～１２０℃である。乾燥温度が１３０℃より高い場合は、分子量低下がおこり、グ
リーンフィルムが脆くなりやすい。また、グリーンフィルム製造時にイミド化が一部進行
し、イミド化工程時に所望の物性が得られにくくなる。また７０℃より低い場合は、乾燥
時間が長くなり、分子量低下がおこりやすく、また乾燥不十分でハンドリング性が悪くな
る傾向がある。また、乾燥時間としては乾燥温度にもよるが、好ましくは１０～９０分間
であり、より好ましくは１５～８０分間である。乾燥時間が９０分間より長い場合は、分
子量低下がおこり、フィルムが脆くなりやすく、また１０分間より短い場合は、乾燥不十
分でハンドリング性が悪くなる傾向がある。また、乾燥効率の向上または乾燥時の気泡発
生の抑制のために、７０～１３０℃の範囲で温度を段階的に昇温して、乾燥してもよい。
そのような条件を達する乾燥装置も従来公知のものを適用でき、熱風、熱窒素、遠赤外線
、高周波誘導加熱などを挙げることができる。
【００４９】
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＜工程（ｃ）＞
　工程（ｂ）で得られたグリーンフィルムを所定の条件でイミド化することで高温での揮
発水分量が１００００ｐｐｍ以下であるポリイミドベンゾオキサゾールフィルムを得るこ
とができる。
イミド化の具体的な方法としては、従来公知のイミド化反応を適宜用いることが可能であ
る。例えば、閉環触媒や脱水剤を含まないポリアミド酸溶液を用いて、必要により延伸処
理を施した後に、加熱処理に供することでイミド化反応を進行させる方法（所謂、熱閉環
法）やポリアミド酸溶液に閉環触媒および脱水剤を含有させておいて、上記閉環触媒およ
び脱水剤の作用によってイミド化反応を行わせる、化学閉環法を挙げることができる。
【００５０】
　高温での揮発水分量が少ないポリイミドベンゾオキサゾールフィルムを得るためには、
熱閉環法および化学閉環法のいずれにおいても、４００℃以上の温度領域で、５分間以上
滞留する温度プロファイルで熱処理する必要があり、好ましくは４００℃～４３０℃の温
度範囲で２０分以上、より好ましくは４３０～４６０℃の温度範囲で１０分間以上、さら
に好ましくは４６０～５００℃の温度範囲で５分間以上滞留する温度プロファイルである
。グリーンフィルムを係る温度プロファイルで熱処理することにより、高温での揮発水分
量が所定の範囲以下になるようにイミド化反応を進行させることができる。
温度プロファイルの温度および時間の上限は特に限定はないが、フィルムの分解を回避す
るためには、温度は６００℃以下、好ましくは５５０℃以下であり、生産性を考慮すれば
、時間は６０分間以下、好ましくは４０分間以下、さらに好ましくは３０分間以下である
。
【００５１】
　化学閉環法では、ポリアミド酸溶液を支持体に塗布した後、イミド化反応を一部進行さ
せて自己支持性を有するフィルムを形成した後に、加熱によってイミド化を完全に行わせ
ることができる。この場合、イミド化反応を一部進行させる条件は、１００～２００℃に
よる３～２０分間の熱処理であり、その後、上記温度プロファイルで熱処理すればよい。
【００５２】
　閉環触媒をポリアミド酸溶液に加えるタイミングは特に限定はなく、ポリアミド酸を得
るための重合反応を行う前に予め加えておいてもよい。閉環触媒の具体例としては、トリ
メチルアミン、トリエチルアミンなどといった脂肪族第３級アミンや、イソキノリン、ピ
リジン、ベータピコリンなどといった複素環式第３級アミンなどが挙げられ、中でも、複
素環式第３級アミンから選ばれる少なくとも一種のアミンが好ましい。ポリアミド酸１モ
ルに対する閉環触媒の使用量は特に限定はないが、好ましくは０．５～８モルである。
【００５３】
　脱水剤をポリアミド酸溶液に加えるタイミングも特に限定はなく、ポリアミド酸を得る
ための重合反応を行う前に予め加えておいてもよい。脱水剤の具体例としては、無水酢酸
、無水プロピオン酸、無水酪酸などといった脂肪族カルボン酸無水物や、無水安息香酸な
どといった芳香族カルボン酸無水物などが挙げられ、中でも、無水酢酸、無水安息香酸あ
るいはそれらの混合物が好ましい。また、ポリアミド酸１モルに対する脱水剤の使用量は
特に限定はないが、好ましくは０．１～４モルである。脱水剤を用いる場合には、アセチ
ルアセトンなどといったゲル化遅延剤を併用してもよい。
【００５４】
　ポリイミドベンゾオキサゾールフィルムの厚さは特に限定されないが、後述するプリン
ト配線基板用ベース基板に用いることを考慮すると、通常５～１５０μｍ、好ましくは８
～５０μｍである。この厚さはポリアミド酸溶液を支持体に塗布する際の塗布量や、ポリ
アミド酸溶液の濃度によって容易に制御し得る。
【００５５】
　次に、上述したポリイミドベンゾオキサゾールフィルムを用いたプリント配線基板用ベ
ース基板を説明する。
ここで、「プリント配線基板用ベース基板」とは、絶縁板の少なくとも片面に金属層を積



(15) JP 2008-135759 A 2008.6.12

10

20

30

40

50

層してなる構成の略平板状の基板である。積層される金属層は、エッチング等の加工によ
って回路を形成することが意図される回路用の金属層であってもよいし、特に後加工をせ
ずに絶縁板と一緒になって放熱等の目的に用いられる金属層であってもよい。
「プリント配線基板用ベース基板」の用途としては、ＦＰＣ、ＴＡＢ用キャリアテープ等
が、高温環境下における膨れや剥がれが小さいという本発明のポリイミドベンゾオキサゾ
ールフィルムの特徴を活かすことができるため好ましい。
【００５６】
　ポリイミドベンゾオキサゾールフィルムの少なくとも片面に積層される金属は特に限定
はなく、好ましくは銅、アルミニウム、ステンレス鋼などである。積層手段は特に問わず
、以下のような手段が例示される。
・接着剤を用いて、ポリイミドベンゾオキサゾールフィルムに金属板を貼り付ける手段、
・金属板を支持体として、そこにポリアミド酸溶液を塗布して上述のようにイミド化して
フィルムを形成させる手段、
・ポリイミドベンゾオキサゾールフィルムに蒸着、スパッタリング、イオンプレーティン
グなどの真空コーティング技術を用いて金属層を形成する手段、
・無電解めっき、電気めっきなどの湿式メッキ法により金属層をポリイミドベンゾオキサ
ゾールフィルムに形成する手段。
これらの手段を単独で、あるいは組み合わせることによってポリイミドベンゾオキサゾー
ルフィルムの少なくとも片面に金属層を積層することができる。
【００５７】
　金属層の厚さは特に制限はないが、当該金属層を回路用（導電性）とする場合には、そ
の金属層の厚さは好ましくは１～３５μｍであり、より好ましくは３～１８μｍである。
金属層を貼り合わせたポリイミドベンゾオキサゾールフィルムを放熱基板として用いる場
合には、金属層の厚さは、好ましくは５０～３０００μｍである。この金属層のポリイミ
ドと接着される表面の表面粗さについては特に限定されないが、ＪＩＳＢ ０６０１（表
面粗さの定義と表示）における、中心線平均粗さ（以下Ｒａと記載する）および十点平均
粗さ（以下Ｒｚと記載する）で表示される値が、Ｒａについては０．１μｍ以下、Ｒｚに
ついては１．００μｍ以下であるものがフィルムと金属層との接着性向上の効果が大きく
好ましい。その中でも特にこれらの条件を同時に満足するものが好ましい。なお、Ｒａお
よびＲｚは小さいほど好ましいが、入手・加工の容易さからＲａの下限は０．０００１μ
ｍ、Ｒｚの下限は０．００１μｍが例示される。
【００５８】
　本発明で使用する金属層の表面には、金属単体や金属酸化物などといった無機物の塗膜
を形成してもよい。また金属層の表面を、カップリング剤（アミノシラン、エポキシシラ
ンなど）による処理、サンドプラスト処理、ホ－リング処理、コロナ処理、プラズマ処理
、エッチング処理などに供してもよい。同様に、ポリイミドベンゾオキサゾールフィルム
の表面をホ－ニング処理、コロナ処理、プラズマ処理、エッチング処理などに供してもよ
い。
【実施例】
【００５９】
　以下、本発明の有効性を実施例を挙げて説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。なお、以下の実施例における物性の評価方法は以下の通りである。
【００６０】
１．ポリアミド酸の還元粘度（ηｓｐ／Ｃ）
ポリマー濃度が０．２ｇ／ｄｌとなるようにＮ－メチル－２－ピロリドンに溶解した溶液
をウベローデ型の粘度管により３０℃で測定した。
【００６１】
２．残溶媒量の測定方法
ＴＧＡ装置（ＭＡＣサイエンス社製ＴＧ－ＤＴＡ２０００Ｓ）を用い、前駆体フィルムを
、窒素気流中にて、室温から１０℃／分にて４００℃まで昇温、４００℃にて３０分間保
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持した後の加熱重量減を測定し、その重量減少率を、重量減少は全て残溶媒が揮発したも
のと仮定して、残溶媒量（重量％）とした。
【００６２】
３．ポリイミドベンゾオキサゾールフィルムのフィルム厚さ
フイルムの厚さは、マイクロメーター（ファインリューフ社製、ミリトロン１２４５Ｄ）
を用いて測定した。
【００６３】
４．ポリイミドベンゾオキサゾールフィルムの引張弾性率、引張破断強度および破断伸度
乾燥後のフィルムを長手方向（ＭＤ方向）および幅方向（ＴＤ方向）にそれぞれ長さ１０
０ｍｍ、幅１０ｍｍの短冊状に切り出して試験片とし、引張試験機（島津製作所製オート
グラフ（Ｒ）機種名ＡＧ－５０００Ａ）を用い、引張速度５０ｍｍ／分、チャック間距離
４０ｍｍの条件で、ＭＤ方向、ＴＤ方向それぞれについて測定し、引張弾性率、引張強度
及び破断伸度を求めた。
【００６４】
５．ポリイミドベンゾオキサゾールフィルムの線膨張係数（ＣＴＥ）
測定対象のポリイミドベンゾオキサゾールフィルムについて、下記条件でＭＤ方向および
ＴＤ方向の伸縮率を測定し、３０℃～４５℃、４５℃～６０℃、・・・と１５℃の間隔で
の伸縮率／温度を測定し、この測定を３００℃まで行い、全測定値の平均値をＣＴＥとし
て算出した。ＭＤ方向とＴＤ方向の意味は上記「３．」の測定と同じである。
装置名 ； ＭＡＣサイエンス社製ＴＭＡ４０００Ｓ
試料長さ ； ２０ｍｍ
試料幅 ； ２ｍｍ
昇温開始温度 ； ２５℃
昇温終了温度 ； ４００℃
昇温速度 ； ５℃／ｍｉｎ
雰囲気 ； アルゴン
【００６５】
６．ポリイミドベンゾオキサゾールフィルムの融点、ガラス転位温度
試料を下記条件でＤＳＣ測定し、融点（融解ピーク温度Ｔｐｍ）とガラス転移点（Ｔｍｇ
）をＪＩＳＫ ７１２１に準拠して下記測定条件で求めた。
装置名 ； ＭＡＣサイエンス社製ＤＳＣ３１００Ｓ
パン ； アルミパン（非気密型）
試料重量 ； ４ｍｇ
昇温開始温度 ； ３０℃
昇温速度 ； ２０℃／ｍｉｎ
雰囲気 ； アルゴン
【００６６】
７．ポリイミドベンゾオキサゾールフィルムの熱分解温度
熱分解温度は、充分に乾燥した試料を下記条件でＴＧＡ測定（熱天秤測定）して、５％重
量減をもって規定した。
装置名 ； ＭＡＣサイエンス社製ＴＧ－ＤＴＡ２０００Ｓ
パン ； アルミパン（非気密型）
試料重量 ； １０ｍｇ
昇温開始温度 ； ３０℃
昇温速度 ； ２０℃／ｍｉｎ
雰囲気 ； アルゴン
【００６７】
８．ポリイミドベンゾオキサゾールフィルムの高温での揮発水分量
キューリーポイント型熱分解装置を用いて、ＧＣＭＳ法より、揮発水分量を求めた。
あらかじめ加熱乾燥処理した日本分析工業製５００℃用パイロホイルに、試料（目安８ｍ
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ｇ）を精秤し（秤量値をＡ（ｍｇ）とする。）、熱分解装置内保温温度を１７０℃にセッ
トして、試料ホイルを導入、７分間ヘリウムパージして、フィルム中に吸着している水を
予備乾燥除去した。その後、直ちに発振操作により５００℃で１０秒で加熱した。その５
００℃での１０秒間の加熱中にフィルムから揮発する水分について、ＧＣＭＳでｍ／ｚ＝
１８の水イオンピークを検出した。このピーク面積を求め、絶対検量線法により発生水分
量Ｂ（μｇ）を求めた。検量線は、無水硫酸ナトリウムによる脱水メタノールを調製試薬
として、一定量の水を２水準以上添加した標準液を調製し、ＧＣＭＳによりｍ／ｚ＝１８
のピーク面積を用いて作成した。このときに検量線をｙ＝ａｘ＋ｂ（ａ：傾き、ｂ：切片
、ｙ：発生水分量Ｂ（μｇ）、ｘ：ピーク面積）とした。ポリイミドベンゾオキサゾール
フィルムに対する高温での揮発水分量は次式により算出した。
高温での揮発水分量（ｐｐｍ）＝Ｂ（μｇ）／Ａ（ｍｇ）×１０００
熱分解ＧＣＭＳ条件
装置：ＨＰ５９７１Ａ（ＨＰ社製ＧＣＭＳ）、
ＪＨＳ－３（日本分析工業社製熱分解装置）
カラム：ＰＯＲＡＰＬＯＴ－Ｑ（ジーエルサイエンス社製）、φ０．３２ｍｍ×１０ｍ
カラム温度：６０℃一定
流量：Ｈｅ ０．７ｍｌ／ｍｉｎ、スプリット導入
【００６８】
９．ポリイミドベンズオキサゾールフィルムの半田耐熱性、接点不良率
＜接着剤の調製＞
接着剤として、（Ａ）ポリアミド樹脂（酸性分：ダイマー酸、アミン成分：ヘキサメチレ
ンジアミン、酸価１．０、アミン価０）、（Ｂ）エポキシ樹脂Ｉ：４，４’－ビス（２，
３－エポキシプロポキシ）－３，３’，５，５’－テトラメチルビフェニル（エポキシ当
量：１９０）（Ｃ）エポキシ樹脂ＩＩ．ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（エポキシ当量
：１８６）、（Ｄ）フェノール樹脂レゾールフェノール”ＣＫＭ－１２８２”（昭和高分
子（株）製）、（Ｅ）添加剤２－ヘプタデシルイミダゾールをそれぞれ５０．０：８．０
：１２．０：２９．５：０．５の割合（質量比）で配合し、接着剤を得た。
【００６９】
＜ビルドアップ多層配線板の製造＞
ＦＲ４の４層プリント配線板をコア層とし、
1196988737531_0
に示されるビルドアップ多層プリント配線板を試作した。コア層表面の銅箔厚みは２５μ
ｍである。まずポリイミドフィルムの片面に接着剤溶液を塗布し、８０℃×４０分間にて
乾燥させた。接着剤の乾燥膜厚は２５μｍとした。ついで、コア基板の両面に接着剤を塗
布したポリイミドフィルムを重ね真空ラミネータにて仮圧着し、次いで、１５０℃に加熱
した熱板プレスにて実加重２０ｋｇｆ／ｃｍ２に３０分間プレスした。穴開けにはＹＡＧ
レーザーを用いた。ビア径は１５０μｍである。穴開け後、デスミア処理を行い、水洗後
に基板全面をプラズマ処理した後に、コンディショニング、触媒付与、活性化を経て、ホ
ルマリン還元浴にて０．８μｍ厚の無電解銅メッキを行い、次いで硫酸銅メッキ浴にて電
気厚付けメッキ・ビアフィルメッキを実施、表面をバフ研磨して平面性を確保した段階の
銅箔厚みは１５μｍであった。パターン形成は２５μｍ厚のドライフィルムレジストを、
ラミネート、露光、現像し、塩化第二銅溶液にてエッチングした後にレジスト剥離、希硫
酸洗浄を行い細線幅７０μｍの導体パターンを形成した。
【００７０】
＜半田耐熱性＞
　第２ビルドアップ層形成は、ポリイミドフィルムに塗布する接着剤を１５μｍとした他
は、第１ビルドアップ層と同様に行った。以上の工程を経て、両面に各２層のビルドアッ
プ層を有する、合計８層の多層プリント配線板を得た。
　得られた多層プリント配線板を、２８０℃に加熱した錫－銅－銀系の鉛フリー半田槽に
１０秒間浸漬し、剥離、膨れ等の有無を目視にて観察した。
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　次いで、エタック（Ｒ）温度サイクル試験装置（楠本化成（株）製）に装填して、－５
０℃の低温と１５０℃の高温との間を３０分ごとに繰り返して加熱冷却させる加熱冷却サ
イクル試験を１００時間実施、試験後に２８０℃に加熱した錫－銅－銀系の鉛フリー半田
槽に１０秒間浸漬し、剥離、膨れ等の有無を目視にて観察した。
【００７１】
＜接点不良率＞
　得られた多層プリント配線板（２５．４ｍｍ×２５．４ｍｍ）に７ｍｍ×７ｍｍの半導
体チップをフェイスダウンボンディングにて搭載した。接点数は２５６である。
当該パッケージをエタック（Ｒ）温度サイクル試験装置（楠本化成（株）製）に装填し、
－５０℃の低温と１５０℃の高温との間を３０分ごとに繰り返して加熱冷却させるサイク
ル試験を５００時間行い。試験後に導通検査を行い、接続点の不良率を求めた。
【００７２】
（実施例１）
＜重合およびフィルムの製造例１＞
　窒素導入管，温度計，攪拌棒を備えた反応容器内を窒素置換した後，５－アミノ－２－
（ｐ－アミノフェニル）ベンゾオキサゾール５００重量部を仕込んだ。次いで，Ｎ－メチ
ル－２－ピロリドン５０００重量部を加えて完全に溶解させた後，ピロメリット酸二無水
物４８５重量部を加え，２５℃の反応温度で１５時間攪拌すると，褐色で粘調なポリアミ
ド酸溶液が得られた。このもののηｓｐ／Ｃは４．０であった。
【００７３】
　続いてこのポリアミド酸溶液をステンレスベルトに、スキージ／ベルト間のギャップを
６５０μｍとしてコーティングし、９０℃にて６０分間乾燥した。乾燥後に自己支持性と
なったポリアミド酸フィルムをステンレスベルトから剥離し厚み４０μｍのグリーンフィ
ルムを得た。このときのグリーンフィルムの残溶媒量は３９％であった。得られたグリー
ンフィルムを、連続式の乾燥炉に通し、１７０℃にて３分間熱処理した後、４５０℃まで
、約７０℃／分にて昇温し、４５０℃にて１０分間熱処理し、５分間かけて室温まで冷却
、厚み２５μｍの褐色のポリイミドベンゾオキサゾールフィルム（フィルム１）を得た。
得られたポリイミドベンゾオキサゾールフィルムの特性値評価した。また、得られたポリ
イミドベンゾオキサゾールフィルムを用いビルドアップ多層配線板を製造し、半田耐熱性
および接点不良率を評価した。それぞれの結果を表１に示す。
【００７４】
（実施例２、比較例１、２）
　熱処理の温度プロファイルを、表１に示したとおりにしたこと以外は実施例１と同様に
して、ポリイミドベンゾオキサゾールフィルムおよびビルドアップ多層配線板を得、同様
に評価を行った。結果を表１に示す。
【００７５】
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【表１】

【００７６】
　高温での揮発水分量が１００００ｐｐｍ以下である、実施例１および２のポリイミドベ
ンゾオキサゾールフィルムの半田耐熱性および接点不良性は良好であったが、比較例１お
よび２においては加熱冷却サイクル試験後に半田耐熱テストではれが発生し、接点不良率
も悪いものであった。
【産業上の利用可能性】
【００７７】
本発明のポリイミドベンゾオキサゾールフィルムは、高温での揮発水分量が極めて少ない
ので、基材フィルムとして各種電子部品積層体に用い、高温で使用した場合に、膨れや剥
がれの発生を防止できる。したがって本発明のポリイミドベンゾオキサゾールフィルムは
、極めて高温で使用するフレキシブルプリント配線用銅張基板（ＦＰＣ）やテープ・オー
トメーテッド・ボンディング（ＴＡＢ）用キャリアテープなどの製造に用いる基材フィル
ムとして有用である。
【図面の簡単な説明】
【００７８】
【図１】ビルドアップ多層配線板製造における第一ビルトアップ層を形成する工程を示す
概略図である。
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【図２】ビルドアップ多層配線板製造における第二ビルトアップ層を形成する工程を示す
概略図である。
【符号の説明】
【００７９】
１ コア基板
２ コア基板導体パターン
３ 接着剤層
４ 耐熱フィルム（ポリイミドベンゾオキサゾールフィルム）
５ ビルドアップ導体層

【図１】 【図２】
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